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議案第２号

令和４年度鳥取県一般会計補正予算（第２号）

　令和４年度鳥取県の一般会計の補正予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４，９３３，０６６千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ３７９，３５８，４８８千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

（継続費の補正）

第２条　継続費の追加は、「第２表継続費補正」による。

（債務負担行為の補正）

第３条　債務負担行為の追加は、「第３表債務負担行為補正」による。

（地方債の補正）

第４条　地方債の追加及び変更は、「第４表地方債補正」による。

　　令和４年５月３１日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治
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第１表　歳入歳出予算補正

　

　　歳　　　入

款 項 補正前の額 補　正　額 計

７ 分担金及び負担金 504, 317 132, 620 636, 937

１ 分 担 金 33, 807 11, 140 44, 947

２ 負 担 金 470, 510 121, 480 591, 990

９ 国 庫 支 出 金 76, 882, 987 2, 046, 559 78, 929, 546

２ 国 庫 補 助 金 60, 466, 095 2, 046, 559 62, 512, 654

12 繰 入 金 15, 699, 086 3, 740 15, 702, 826

２ 基 金 繰 入 金 15, 340, 199 3, 740 15, 343, 939

13 繰 越 金 2, 547, 147 490, 814 3, 037, 961

１ 繰 越 金 2, 547, 147 490, 814 3, 037, 961

14 諸 収 入 8, 326, 994 13, 333 8, 340, 327

８ 雑 入 4, 562, 179 13, 333 4, 575, 512

15 県 債 29, 609, 000 2, 246, 000 31, 855, 000

１ 県 債 29, 609, 000 2, 246, 000 31, 855, 000

歳　　入　　合　　計 374, 425, 422 4, 933, 066 379, 358, 488

千円 千円 千円
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　　歳　　　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

２ 総 務 費 33, 523, 077 266, 155 33, 789, 232

１ 総 務 管 理 費 15, 052, 606 34, 588 15, 087, 194

２ 企 画 費 11, 691, 252 173, 299 11, 864, 551

６ 防 災 費 2, 001, 520 58, 268 2, 059, 788

３ 民 生 費 52, 022, 334 75, 177 52, 097, 511

１ 社 会 福 祉 費 38, 355, 119 69, 373 38, 424, 492

２ 児 童 福 祉 費 13, 201, 218 5, 804 13, 207, 022

４ 衛 生 費 30, 942, 812 33, 746 30, 976, 558

１ 公 衆 衛 生 費 15, 954, 785 5, 050 15, 959, 835

２ 環 境 衛 生 費 6, 886, 322 28, 696 6, 915, 018

５ 労 働 費 2, 266, 918 3, 500 2, 270, 418

１ 労 政 費 1, 128, 255 3, 500 1, 131, 755

６ 農 林 水 産 業 費 23, 747, 761 1, 119, 252 24, 867, 013

３ 農 地 費 6, 131, 300 677, 000 6, 808, 300

４ 林 業 費 7, 305, 098 301, 372 7, 606, 470

５ 水 産 業 費 2, 066, 518 140, 880 2, 207, 398

７ 商 工 費 22, 938, 062 8, 000 22, 946, 062

１ 商 業 費 7, 923, 754 8, 000 7, 931, 754

８ 土 木 費 46, 608, 048 3, 401, 817 50, 009, 865

２ 道路橋りょう費 23, 910, 130 1, 086, 253 24, 996, 383

千円 千円 千円
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款 項 補正前の額 補　正　額 計

３ 河 川 海 岸 費 13, 073, 782 588, 741 13, 662, 523

４ 港 湾 費 3, 695, 853 1, 066, 098 4, 761, 951

５ 都 市 計 画 費 1, 576, 262 647, 265 2, 223, 527

６ 住 宅 費 2, 797, 242 13, 460 2, 810, 702

９ 警 察 費 17, 072, 252 3, 230 17, 075, 482

１ 警 察 管 理 費 14, 873, 842 3, 230 14, 877, 072

10 教 育 費 62, 959, 508 22, 189 62, 981, 697

１ 教 育 総 務 費 7, 528, 534 13, 519 7, 542, 053

６ 社 会 教 育 費 1, 756, 944 8, 670 1, 765, 614

歳　　出　　合　　計 374, 425, 422 4, 933, 066 379, 358, 488

千円 千円 千円
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第２表　継続費補正

　

　　追　　　加　

款 項 事　　業　　名 総　額 年度 年 割 額

２ 総 務 費 ６ 防 災 費 消 防 学 校 費 86, 643  ４ 36, 839 

５ 49, 804 

千円千円
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第３表　債務負担行為補正

　

　　追　　　加

事　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

とっとりデジタル田園都市推進事業

（「 鳥 取 県 立 バ リ ア フ リ ー

美 術 館 」 創 立 事 業 ）

令和５年度から 
令和９年度まで

６, ６００ 

電気自動車充電施設緊急整備事業
令和５年度から 
令和１２年度まで

４, ８００ 

県営地域ため池総合整備事業 令和５年度 ２５０, ０００ 

県営森林環境保全整備林道事業 令和５年度 １２３, ４００ 

漁 業 就 業 者 確 保 対 策 事 業 令和５年度 ３５, ０００ 

海 洋 練 習 船「 若 鳥 丸 」 
代 船 建 造 事 業

令和５年度 １３, ９６０ 

鳥取県立美術館整備推進事業 令和５年度 １７２, ０６６ 

千円
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第４表　地方債補正

起債の目的

補　　正　　前 補　　　正　　　後

限  度  額
起債の

方　法
利率

償還の

方　法
限  度  額 起債の方法 利率 償還の方法

計 画 調 査 費 400, 000 447, 000

土 地 改 良 費 269, 000 319, 000

農地防災事業費 229, 000 376, 000

治 山 費 522, 000 640, 000

水 産 業 振 興 費 25, 000 43, 000

漁 港 建 設 費 103, 000 148, 000

道 路 橋 り ょ う 
維 持 費

2, 894, 000 3, 106, 000

道 路 橋 り ょ う

新 設 改 良 費
3, 504, 000 3, 940, 000

河 川 改 良 費 1, 956, 000 2, 063, 000

砂 防 費 2, 188, 000 2, 286, 000

港 湾 建 設 費 111, 000 690, 000

街 路 事 業 費 94, 000 296, 000

公 園 費 91, 000 107, 000

直轄河川事業費 180, 000 238, 000

直轄砂防事業費 148, 000 188, 000

直轄港湾事業費 69, 000 86, 000

直轄空港事業費 63, 000 86, 000

消 防 学 校 費 0 33, 000 証書借入れ 10％以内 借入年度から

千円 千円



─  13 ─

起債の目的

補　　正　　前 補　　　正　　　後

限  度  額
起債の

方　法
利率

償還の

方　法
限  度  額 起債の方法 利率 償還の方法

又は証券発

行の方法に

より財政融

資資金その

他より借入

れするもの

とする。た

だし、事業

又は県財政

の都合によ

り起債額の

全部又は一

部を翌年度

に繰り延べ

て起債する

ことができ

る。

（ た だ

し、利率

見直し方

式で借り

入れる資

金につい

て、利率

の見直し

を行った

後におい

ては、当

該見直し

後 の 利

率）

１年すえ置

き、じ後29年
度間に償還す

るものとす

る。ただし、

県財政その他

の都合により

すえ置き及び

償還年限を短

縮又は延長し

て起債し、あ

るいはすえ置

き又は償還期

間中であって

も償還年限を

短縮し、延長

し、又は繰上

償還を行い、

若しくは借換

えすることが

できるものと

する。

　ただし、各目的ごとの起債の額の合計は、歳入予算で定める県債の額を超えないものとする。


